
２．都心地域における単身者居住の歴史的変遷 

 

１．研究目的  

 東京都心地域は、江戸東京以来の歴史的な都市構造を持つ一方で、震災・戦災などにより都市構造

に大きな影響を受けた。東京の都心構造はこうしたドラスティックな変化と継承の中で形成され、現在に

いたっている。 

 東京都心の地域構造を居住者という観点から見ると、下宿や寄宿舎などに居住する一時的な居住者

を受け入れる構造が長期的に存在し、彼らが地域社会に溶け込む中で地域の安定性を維持してきた。

しかし、近年若年層の流出、特に一時居住層の転出による人口減少、高齢化が深刻であり、地域の安

定性を維持することが困難になってきている。 

本研究の目的は、都心地域において、かつて一時居住層を受け入れる構造が長期的に存在してい

たことに着目し、都心地域における一時居住層の居住構造の変容を分析し、今後都心地域における地

域の安定性の維持に知見を提供することを目的とする。 

 

 

２．研究方法  

 本研究は、明治41年東京市市勢調査、国勢調査のデータから、明治41年及び平成7年の東京都心

地域における準世帯の居住者構造を比較分析することで一時居住層の居住構造の変容を明らかにす

る。本研究は、明治41 年と平成7 年の 2 時点での比較であるが、過去の東京と、現在の東京の両時期

を比較することで長期的に維持されてきた東京都心地域の居住構造を捉えていくというものである。準

世帯は、寮、寄宿舎、下宿、合宿所といった一時居住的な施設の世帯を主とする世帯であり、一時居住

層の居住構造を表す指標として有効と思われる。 

 まず、本研究を進めるにおいて、「都心」をどの範囲で取り上げるかという点が極めて重要である。本

研究の関心は長期的に維持された居住者構造であり、江戸末期の市街地から発展してきた規制市街

地を範囲とすることが適当である。よって、江戸末期の市街地を現在に置き換えた範囲である都心 6 区

（千代田、中央、港、新宿、文京、台東）を「都心地域」とした。 

 明治41 年に行われた東京市市勢調査は、東京都心地域の詳細な居住地構造を扱った統計資料とし

ては最古に近く、有効な資料である。1920 年より開始する国勢調査の先駆けとして行われた調査であり

調査項目も現在の国勢調査の基準に近く、経年比較も可能である。東京都心地域に関する統計資料

は、明治初年以降の「東京府統計表」、明治 15 年以降の「東京府統計書」、東京市の史料である「東京

市市稿」などがあるが、いずれの資料も調査年次により調査項目や基準が異なり、経年比較が困難であ

る。 

 尚、分析にあたっては、分析単位を町丁ベースの小地域 GIS を用いつつ分析することでより詳細に地

域の特性を明確にすることを目指した。 

 

３．東京都心地域における準世帯の変遷 

 

３－１．準世帯シェアの変遷 



 まず、国勢調査のデータから東京都心地域において準世帯がどのように変化したかをみていくことに

する。 

 

図４－１：東京都心地域の準世帯人員割合経年比較 

東京都心地域の世帯人員全体にみる準世帯人員割合の変遷
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準世帯人口が総人口に占める割合は図のように、区部全体では 10%近くで推移しており、全体の割

合から見ると高いとはいえないが、東京都心 6 区はそれより高い値で推移していることがわかる。 

全般的な傾向としては、1950 年以降に準世帯人員割合が急増し、1960 年代にピークを迎える。以後

は減少し、1975 年以降は微減しつつ、安定的に推移していることがわかる。1950 年以降の急増は、若

年層を中心として地方から都心地域へ人口集中によるものと考えられる。6区合計と比較して突出してこ

の変化が大きいのは千代田区・中央区であり、都心地域の中でも中心市街地にこの傾向が大きいこと

がわかる。 



３－２．準世帯属性の変化 

 

図 4-2：東京都心地域における準世帯の構成比較 

 経年比較では準世帯という枠組みで分析をしたが、経年でその属性や内容も変化していると思われる。

そこで最古の 1908 年と最近の 1995 年を取り上げ、準世帯の属性を比較してみることにする。 

1908 年の属性を見ると、下宿、寄宿舎、合宿所がおよそ過半数を占めているが、兵官が多いことがわ

かる。これと比較し、1995年では、単身者の割合が極めて大きくなっており，兵官の割合は激減している。

また、寮・寄宿舎の割合も極めて低くなっていることがわかる。 

各区別に見ると、1908 年では、各区によって構成比がばらばらで特に兵官や社会施設の割合が極

めて高い地域が明確にあらわれる。1995 年になると、全般的に単身者が多いという傾向が現れるが、文

京区においては、寮・寄宿舎の割合が高くなっていることがわかる。 

東京都心地域における準世帯の構成（1908）
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1995 年にみられる準世帯における単身者の増大は、準世帯の規模にも大きな影響を与えている。 

 

表３－２： 

1908年 ６区合計 1995年 ６区合計
下 宿 屋9.83 会社などの独身寮の単身者 1.0
寄宿舎 40.2 間借り・下宿などの単身者 1.0
合宿所 13.5 寮・寄宿舎の学生・生徒 51.6
病院 56.4 病院・療養所の入院者 21.7
各種の救護所 153 社会施設の入所者 35.1
兵管 1379 自衛隊営舎内の居住者 31.6
監獄 1151 矯正施設の入居者 -
留置所 6.76 その他 1.0
旅人宿 8.94 準世帯 1.33
木賃宿 23.2
その他 24.7
準世帯総数 21.7

準世帯の世帯規模

 

 

上記の表をみると、世帯規模はこの 87 年で大きく減少している。各準世帯別にみて、規模の違いが

歴然としているのが、兵官や社会施設(監獄)である。病院も世帯規模が縮小している。しかし、寮や下

宿の世帯規模はそれほど変化していない。 

先の準世帯構成を考慮して比較すると、かつての兵官や監獄の規模が巨大であるため、準世帯の規

模が大幅に減少しているのであって、過半数を占める下宿や寮といった世帯は規模に大きな違いがみ

られず、準世帯そのものの性格はそれほど変わっていないと思われる。しかし、1995 年にみられる単身

者の高い割合は明らかに準世帯の規模を縮小させており、１世帯あたりの人員が２を切るという事実は

一時居住層の居住のあり方が長い歳月の中で大きく変化したことをしめしている。 
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注１：1985 年以降の国勢調査では、世帯の類型が「準世帯」から「施設等世帯」に変更された。これによって「会社

などの独身寮の単身者」「間借り・下宿などの単身者」が除外され、一般世帯に組み込まれた。本研究では、経年比

較のため、1985 年以降の準世帯を算出し使用している。尚、これ以後の文中に登場する「準世帯」に関しても同様

に算出による数値である。 



４．準世帯の立地分析 

 

 一時居住層の変遷を地理空間的分析の中で明らかにし、都心地域における一時居住者の居住を明

らかにする。方法としては、1995 年と 1908 年の都心地域における準世帯分布、及び 1995 年の単独世

帯分布と比較し、一時居住層を受け入れるポテンシャルを検討する。 

1995年については、（財）統計情報開発研究センター作成の「平成7年国勢調査町丁・字等別集計」

を用いて、町丁単位の小地域ベースで分析を行った。ベースとなる町丁境界図は、同財団作成の「地

図境域データ」を用いた。 東京都心地域で町丁ベースによる分析を行うにあたっては、当該地域に人

口が希少で分析に支障がある地域や公園など分析に不適当な地域も存在する。そこで本研究では、1

人/ha 未満の地域は除外している。 

 

1908 年については、先述の通り、「明治 41 年東京市市勢調査」による。ベースの町丁境界図は人文社

発行の「明治 37 年東京市十五区々分図」、「明治45 年最新番地入東京市全図」から境域をトレース、

GIS による分析可能なマップを作成した。明治 41 年の町丁は現在よりもより細密である上、現在と比較

する際は、境域の違いも大きい。しかし、細密であることからより詳細に地域特性を捉えていけるという視

点から本研究では分析除外をしていない。また、後述にある現在との比較に関しては、地図の重ね合わ

せによって町丁の取りまとめ、分割をおこなっている。 

 



 

東京都心地域は、1908 年当時区部は“東京市”と称し、15 区で構成されていた。東京市は昭和 7 年

の市域拡張により 35 区に拡大、昭和 22 年に区域統合により 23 区となる。ここでは現在の都心6 区に

あたる 13 区を取り上げた。現在の区との対応は以下のようである。 

l 千代田区：麹町区、神田区 

l 中央区：日本橋区、京橋区 

l 港区：芝区、麻布区、赤坂区 

l 新宿区：牛込区、四谷区、（淀橋町、大久保村、戸塚村、落合村） 

l 文京区：小石川区、本郷区 

l 台東区：下谷区、浅草区 

＊新宿区は既成市街地以外の地域を包含しているが、1908 年の分析においては除外した。 

分析にあたっては、GIS ソフト「ArcView」「MapInfo」を使用している。 

 

 



４－１．1 9 0 8 年の準世帯の立地分析 

  

左図は、1908 年における総人口に占める準世帯人口の割合を示したものである。 

 分布によると、本郷区、神田区西部を縦断するように高い比率で分布しているのがわかる。麹町区も

全体的に高い比率で分布している。また、新宿区西部も高い割合である。一方、台東区や中央区では

特異点として割合の高い地域があるものの、全般的には低いものとなっている。 

 

 



４－２．1 9 9 5 年の準世帯の分布 

図４-2：東京都心地域における施設等世帯人員割合 (1995） 

 

 1995 年では、先述のように世帯類型が「施設等世帯」となっており、小地域ベースのデータも「施設等

世帯」ベースで集計されている。このためここでは、単身者を除いた「施設等世帯」の分布をみることに

する。単身者の分布に関しては 6 章以降で扱う。 

相対的には文京区に強い分布があり、下宿や寮の分布が強いと見受けられる。後は点在して分布して

いる。 

 

４－３．準世帯分布の比較 

 先の 1908 年における準世帯分布の分析で、準世帯が集中していたのは、千代田区・港区・新宿区・

文京区であり、今度はその4 区について 1995 年における施設等世帯人員比率と、1908 年の準世帯人

員比率を町丁ベースで比較し、一時居住層の居住特性を探っていく。 

先述のように 1908 年と 1995 年当時では、町丁の境域の殆どが変更されている。本研究では、1908 年

の町丁を統合・分割し、再計算を行い、現在の町丁目に合わせる形で比較分析を行えるようにした。 



図４-3-1 ： 1908 年準世帯人員及び 1995 年施設等世帯世帯人員比較 
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 1995 年の施設等世帯人員比率が極めて小さくなっており、多くは比較できないが、4 区で共通した傾

向は、1908 年にかつて準世帯が多く分布していた地域では、概ね 1995 年になると、減少するという傾

向と、1995年において施設等世帯人員のシェアが高い地区は、過去準世帯の分布がそれほど強くなか

った地域に分布しているようである。ただし文京区においては、その傾向が弱く、かつて準世帯が多く分

布しているところは、現在も施設等世帯の分布がある傾向にあり、現在と過去の継続性を示しているもの

と考えられる。 



５．単身世帯と分布比較 

 

本研究では、一時居住層を捉える指標として準世帯の分析を行っているが、近年は、住宅の質向上

に伴い、単身で住宅に居住する傾向にある。先の分析においても間借り・下宿の単身者、及び会社な

どの単身寮の単身者といった準世帯の中で主要な要素を含めるに至らなかった。そこで、準世帯に主

要を占める単独世帯の分析を行う。 

 

 

５－１．単身者の属性と変遷 

図５－１－１：単独世帯の年齢構成 

単独世帯の年齢構成（1995)
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注：この表の単独世帯データのうち、1985年以降の「会社などの独身寮の単身者」「間借り・下宿などの単身者」は除いた。 

上記の表は国勢調査のデータから 1995 年の単独世帯の年齢構成を明らかにしたものである。中央区・

台東区・港区では、中高年層の割合も高くなっており、永年居住層の高齢化・単独世帯化という一面が

あるものの、若年層、特に 20 代のシェアが突出して高いことがわかる。 

 



図５－１－２：単独世帯人員割合の経年比較 

単独世帯割合の変遷  (1995)
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 単独世帯の変遷をみてみると、1950 年後半から、その割合が急増し、近年も急増傾向にある。最も急

増したのは、新宿区であり、増加の割合が小さかったのは、千代田区・中央区であった。新宿区は旧江

戸の市街地より西部の郊外地域を包含しており、単純に比較できないが、千代田区・中央区における単

独世帯が小さく、特に千代田区は 1985 年以降割合がほぼ一定である。 

 

５－２．単独世帯の立地分析 

図 6-2-1：1995 年における東京都心地域における単独世帯比率 

 

 

 



分布を見ると、千代田区の外周を囲むように、西部山の手地域で割合が高くなっている。新宿区でシェ

アが高く、文京区・港区にも分布している。台東区や中央区は総じて単身世帯分布が少ない傾向にあ

る。 

ここで、先ほどと同様に 1908 年当時の準世帯と単独世帯の割合を比較してみよう。 

 

図５－２－２： 1908 年準世帯人員割合と 1995 年単独世帯比率との比較 
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  全般的な傾向としては、現在単身世帯の分布が強いところは、過去準世帯がほとんど分布をしてい

なかったところに分布をしている傾向にある。とくに千代田区においてはその傾向が顕著である。しかし、

文京区では、過去の準世帯分布と現在の単独世帯分布が比例している傾向がみられる。 

港区・新宿区においては、過去準世帯比率が高かった地域が現在はある一定の割合で単独世帯率が

分布している傾向がある。 

 



６．結論及び今後の課題  

 

 本研究では準世帯の属性、及び立地分析を行い、以下のことを明らかにした。 

・ 準世帯の属性分析によれば、かつて寮や下宿・寄宿舎が主を占めていたが、現在は単身者の割

合が高い。経年比較から、単身者は1950年代から急増し、準世帯の規模も大幅に減少したことが

わかった。また、かつては兵官や社会施設の割合が高く、規模も大きく、多くの人員を抱えていたこ

とがわかった。 

・ 都心地地域において準世帯を抱えていた地区の多くは、現在は殆どその傾向がみられず、単独世

帯も多く抱えていない。しかし、文京区をはじめ一部の地域では施設世帯の割合が高いことがわか

った。文京区をはじめとする地域は寮や下宿の割合が高く、それが現在も継承されている現在と過

去において一時居住層を抱える地域に継承性が見られることが分かった。 

今回は一時居住層として、準世帯と単独世帯を取り上げたが、都心地域の人口減少という視点にた

つならば、非親族世帯として住み込みの使用人だった者や、核家族の子が婚姻により世帯分離し、転

出するという事項にもふれなければならないが、今回は触れることができなかった。 また、特異点エリア

の抽出までしたものの、具体的なエリアスタディには踏み込むことができなかった。今後の課題として更

に検証していきたいと考えている。 
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